
　　　加齢性を含む難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の 

　　　創設を求める意見書 

 

　加齢性を含む難聴は、日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするな

ど、生活の質を落とす大きな原因となり得ます。なかでも加齢に伴う難聴は、誰に

でも起こり得るものであり、特に６５歳から７４歳では３人に１人、７５歳以上で

は約半数が難聴に悩んでいると言われています。 

　近年、難聴により、音の刺激や脳に伝えられる情報量が少なくなることで、脳の

萎縮や神経細胞の弱まりが進み、それが認知症の発症に大きく影響することが明ら

かになってきました。また、難聴のためコミュニケーションがうまくいかなくなる

と、人との会話を避けるようになり、次第に抑うつ状態に陥るなど、社会的に孤立

してしまう危険があります。 

　難聴への対策として補聴器の使用が挙げられますが、難聴の状態は一人ひとり異

なるため、補聴器を適切に、かつ、効果的に使用するためには補聴器相談医への受

診、補聴器の購入後も専門知識を持つ認定補聴器技能者との調整が必要となります。

しかし、補聴器は高額で、保険が適用されないため、購入者の重い負担となってい

ます。 

　身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者である高度・重度難聴者の場合は、

補装具支給制度により、１割負担、中等度以下の場合は、購入後に医療費控除を受

けられるものの、その対象者はわずかで、約９割は自費で購入していることから、

特に低所得の高齢者に対する配慮が求められます。 

　欧米では補聴器購入に対して公的補助制度があり、我が国でも一部の自治体で高

齢者の補聴器購入に対して補助を行っています。補聴器のさらなる普及で、年齢に

関わらず生活の質を落とさず、心身とも健やかに過ごすことができ、認知症の予防、

ひいては健康寿命の延伸、医療費の抑制にも寄与します。 

　よって、国におかれては、加齢性を含む難聴者に対する補聴器購入を支援する制

度を創設されるよう強く要望します。 

 

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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